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建　　　設　　　部

１　一般会計

・人件費の実績見込みによる補正

・地方道路交付金事業、通常砂防事業　等

　（３）債務負担行為　８，７８２，９０２千円

①国庫補助事業 （単位：千円）

事　業　名 補正額

地方道路交付金事業
（道路維持費分）

252,000

雪寒建設機械整備事業 455,000

秋田港アクセス道路整備事業 400,000

河川改修事業 650,000

空港整備事業 440,000

合　計 2,197,000

令和６年度１２月補正予算案の概要について

事　業　内　容

降雪期前の適切な時期の施工により、確実な品質確保が必要な掘
削・盛土工

市町村が作成するハザードマップの早期公表に向けた、県内河川
の洪水浸水想定区域図作成

降雪期前の完成に向けた橋梁補修
　国道３４２号（横手市）外１箇所

降雪期前の除雪体制の構築

降雪期前の完成に向けた滑走路改良工
  秋田空港（秋田市）

　（１）補正予算　　　　　１４７，３５４千円

　（２）繰越明許費　　　　８２７，９５０千円
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②県単事業 （単位：千円）

事　業　名 補正額

県単道路補修事業 1,031,000

県単河川改良事業 20,000

県単河川等環境維持修繕事業 217,470

県単砂防事業 30,000

合　計 1,298,470

事　業　内　容

融雪後早急に実施する舗装補修工　等
　(主)秋田天王線（秋田市）外３５箇所

早期発注が必要な養浜工
　天王海岸

ダム管理点検調査等業務　等
　大松川ダム　外１９箇所

地すべり観測の継続的な実施
　門前地区、中間口地区（男鹿市）

－ 4 －



③土木施設の維持管理業務、現年発生土木災害復旧事業　等 （単位：千円）

事　業　名 補正額

建設資材価格市況調査業務委託 5,115

技術アドバイザー業務委託 3,146

道路管理費 255,058

県単道路維持修繕事業 2,377,000

県単道路補修事業 717,000

河川維持管理費 27,000

ダム管理費 34,447

県単河川等環境維持修繕事業 488,200

砂防指定地管理費 7,966

現年発生土木災害復旧事業 400,000

県単港湾整備事業 139,600

空港維持管理費 5,100

空港維持管理費 777,800

港湾災害復旧事業 50,000

合　計 5,287,432

トンネル設備の保守点検　等

事　業　内　容

特殊な資材の市場取引価格調査

設計・調査に係るアドバイザー業務

河川情報システムの保守点検　等

ダム管理用制御処理設備の保守点検　等

砂防情報システムの保守点検

令和７年(１～３月)発生災害への対応

令和７年(１～３月)発生災害への対応

空港の維持管理（令和７～８年度）

道路の維持管理（令和７～８年度）

道路の防災点検（令和７～８年度）

河川等の維持管理（令和７～８年度）

周辺地域への水質影響調査

港湾の維持管理（令和７～８年度）
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２　能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計

　（１）債務負担行為　　　　１５，０００千円 （単位：千円）

事　業　名 補正額

能代港灰捨場管理事業 15,000

３　港湾整備事業特別会計

　（１）繰越明許費　　１，０１５，５００千円

・大森ふ頭用地造成事業

　（２）債務負担行為　　　１１６，０４２千円 （単位：千円）

事　業　名 補正額

港湾荷役機械保守点検業務委託 86,042

港湾施設補修費 30,000

合　計 116,042

４　下水道事業会計

　（１）補正予算　　　　　▲２９，８６９千円

・人件費の実績見込みによる補正

　（２）債務負担行為　　　２９３，５２０千円 （単位：千円）

事　業　名 補正額

流域下水道維持管理費 40,170

十和田湖公共下水道維持管理費 250

臨海処理区管路包括管理費 253,100

合　計 293,520

事　業　内　容

流域下水道施設の維持管理

十和田湖公共下水道施設の維持管理

県と関連市町村が共同発注する流域下水道及び流域関連公共下水
道の維持管理

事　業　内　容

第１及び第２灰捨場維持管理

事　業　内　容

秋田港外港地区荷役機械の点検業務

秋田港向浜地区ふ頭用地の舗装補修工
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公の施設の指定管理者の指定について 
下水道マネジメント推進課  

 

１ 概要 

秋田県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に係る条

例第６条の規定により、「秋田湾・雄物川流域下水道（臨海処

理区）」について、次の団体を指定管理者として指定する。 

 
２ 指定期間 

 ７年間 
（令和７年４月１日から令和１４年３月３１日まで） 

 
３ 指定管理者の候補者選定 

（１）公募手続         

  ①募集期間 令和６年７月２６日から９月１７日まで 
 
  ②周知方法 県公報 

県公式サイト（美の国あきたネット） 
 
  ③申請状況 上記１の候補者のみ 

施設名 指定管理者（候補者） 

秋田湾・雄物川流域下水道 

（臨海処理区） 
東北環境管理株式会社 

 

（２）候補者選定に係る委員会 

  ①委員の構成（内部委員１名を含む計５名） 

   ※公募委員への応募はなし 

 

  ②選定委員会の開催状況 

   ・開 催 日 令和６年１１月１５日 

   ・審査内容 制度概要・選定対象施設・審査基準等説明 

         質疑応答、採点審査、候補者選定 

 

  ③選定結果 

   ・効率的な運営や管理能力等の適格性が認められたこと

から、上記候補者を指定管理者として選定する。 

氏名 所属・職業等 備考 

荒川  圭 
国土交通省東北地方整備局 

秋田港湾事務所 所長 

行政関係者 

（港湾） 

佐々木 良徳 秋田市上下水道局 理事 
行政関係者 

（下水道） 

土田 昌幸 
ＧＳＰａｒｔｎｅｒｓ税理士法人 

税理士 
財務・会計 

増田 周平 
秋田工業高等専門学校 土木・建築系 

国土防災システムコース 准教授 
学識経験者 

信田 真弓 秋田県建設部 次長 内部委員 
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秋田港アクセス道路整備事業（主）秋田天王線に係る債務負担行為の設定について 
道 路 課  

 

１ 概要 

   ・秋田港アクセス道路は、秋田港と秋田北インターチェンジ

間のアクセス機能強化等を目的としたバイパス道路とし

て、令和元年度より整備を進めている。 
適切 ・掘削・盛土工に当たっては、施工時期の平準化を図るとと

もに、品質管理が難しい冬期間の施工を避け、適切な工期

を確保するために早期発注する必要があることから、債務

負担行為を設定する。 
 
２ 事業内容 

（１） 路線名・場所 

（主）秋田天王線 秋田港アクセス道路（秋田市） 

 

（２） 内容 

・工事内容：掘削・盛土工 約５万㎥ 

・工  期：令和７年２月～令和７年１２月 

・金  額：４００，０００千円 

 

３ 工程表 

 

至：秋田港 

至：秋田北ＩＣ 

盛土工 

掘削工 

年度 令和６年度 令和７年度

月 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

内容 公

告

後
片
付

準
備
工

契約

掘削・盛土工

GH=31.11

NO.74

CL

47.0

34.8

4.000%

1:1 .5

10%

1:1 .5

10%

1:1 .5

10%

1:1.5

4.000%

1:
1.
5

10%

1:
1.
5

10%

1:
1.
5

12.6

12.6

12.6

3.6

12
.6

12
.6

3.
3

新城川 

ＪＲ 

国道７号 

秋田北ＩＣ 

至：秋田港 

掘削横断図 

10.0m 

盛土横断図 

10.0m 5.0m 5.0m 
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河川改修事業 洪水浸水想定区域図作成に係る債務負担行為の設定について 
河 川 砂 防 課  

 

１ 概要 

・令和３年の水防法改正により、洪水予報河川や水位周知河

川以外のその他中小河川においても、住宅等の防護対象が

ある場合、洪水浸水想定区域の指定が義務付けられた。 
・指定に必要な洪水浸水想定区域図は、市町村が作成するハ

ザードマップの基となるため、早期に作成し、水害リスク

情報の提供体制を整備する。 
・令和７年度内に、全対象河川の洪水浸水想定区域図の作成

及び区域指定を完了させるため、債務負担行為を設定する。 
 
２ 事業内容 

（１）河川名・場所 

   県内河川（８地域振興局管内） 

 

（２）内容 

   ・業務内容：洪水浸水想定区域図作成 １２６河川 
   ・工  期：令和７年２月～令和８年２月 
   ・金  額：６５０，０００千円 
 

３ 工程表 

 

 

 

 
 
 

 

４ 洪水浸水想定区域の指定状況 

（１）洪水予報河川・水位周知河川（４０河川） 

令和６年６月までに全４０河川を指定済み。 
 

（２）その他中小河川（２７１河川） 

・令和６年４月  ３７河川 指定済み 
・令和７年４月 １０８河川 指定予定 
・令和８年３月 １２６河川 指定予定 ※債務負担設定 

 

 

＜参考＞ 

作成例：芋川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度

月 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

内容

令和６年度 令和７年度

公告

入札
洪水浸水想定区域図作成

契約

○

指定

○

河川管理者作成・指定 

洪水浸水想定区域図 ハザードマップ 

市町村作成・住民等周知 

想定最大規模降雨による 

浸水範囲を掲載 
避難場所等を掲載 

避難場所 芋川浸水範囲 
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空港整備事業に係る債務負担行為の設定について 

港 湾 空 港 課  
 

１ 概要 

・秋田空港の滑走路は老朽化が進んでいることから、航空機

運航の安全性を確保するため、令和２年度に舗装改良に着

手し、令和７年度に完成することにしている。 

・舗装工の品質確保の観点から、降雪期前に工事を完了する

必要があるほか、空港運用時間等の制約により一定の期間

を要することから、債務負担行為を設定する。 

 

２ 事業内容 

（１） 場所 

秋田空港（秋田市） 

 

（２） 内容 

・工事内容：滑走路改良工事 

         切削オーバーレイ、灯火撤去・再設置 

・工  期：令和７年３月～令和７年１１月 

・金  額：４４０，０００千円 

 

３ 工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
 
 
 
 

年度

月 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

内容

令和６年度 令和７年度

公告

入札
滑走路改良工事

○契約

準
備
工

滑走路灯火 

滑走路現況 

グルービングの排水能力低下 ひび割れ 

＜Ｒ７施工範囲＞ 
Ｌ＝２５８ｍ 
Ａ＝１５，５００㎡ 
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公の施設の指定管理者の指定について 
港 湾 空 港 課  

 

１ 概要 

秋田県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に係る条

例第６条の規定により、「秋田港セリオンリスタ及びイベント

広場等」について、次の団体を指定管理者として指定する。 

 
 
２ 指定期間 

 ５年間 
（令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで） 

 
 
３ 指定管理者の候補者選定 

（１）申請手続         

  ①申請資格 秋田市が管理する秋田市ポートタワー及び秋

田港振興センターにおいて指定管理者の候補

者として選定されていること 
 
  ②周知方法 県公式サイト（美の国あきたネット） 
 
  ③申請状況 上記１の候補者 

施設名 指定管理者（候補者） 

秋田港セリオンリスタ及び 

イベント広場等 
株式会社秋田東北ダイケン 

 

（２）候補者選定に係る委員会 

  ①委員の構成（内部委員１名を含む計５名） 

   ※公募委員への応募はなし 

 

  ②選定委員会の開催状況 

   ・開 催 日 令和６年１１月１５日 

   ・審査内容 制度概要・選定対象施設・審査基準等説明 

         質疑応答、採点審査、候補者選定 

 

  ③選定結果 

   ・効率的な運営や管理能力等の適格性が認められたこと

から、上記候補者を指定管理者として選定する。 

氏名 所属・職業等 備考 

荒川  圭 
国土交通省東北地方整備局 

秋田港湾事務所 所長 

行政関係者 

（港湾） 

佐々木 良徳 秋田市上下水道局 理事 
行政関係者 

（下水道） 

土田 昌幸 
ＧＳＰａｒｔｎｅｒｓ税理士法人 

税理士 
財務・会計 

増田 周平 
秋田工業高等専門学校 土木・建築系 

国土防災システムコース 准教授 
学識経験者 

信田 真弓 秋田県建設部 次長 内部委員 
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建築住宅課関係手数料の一部を改正する条例案について 
建 築 住 宅 課  

 
１ 改正する条例 

（１）秋田県建築物エネルギー消費性能適合性判定等手数料徴

収条例【Ａ】 

（２）秋田県建築基準法関係手数料徴収条例【Ｂ】 

（３） 秋田県低炭素建築物新築等計画認定等手数料徴収条例

【Ｃ】 

 

２ 改正理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年６

月公布）が令和７年４月に完全施行され、原則として全ての新

築住宅等に省エネルギー基準適合が義務付けられることから、

建築関係の手続きに関する事務の手数料の額を定める等の必

要がある。 

 
＜参考＞省エネルギー基準適合義務の範囲拡大 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３ 改正内容 

（１）一戸建て住宅等に係る建築物エネルギー消費性能適合性

判定申請の手数料の額を定める。【Ａ】 
 
（２）建築確認の審査項目の追加に伴い、建築確認申請手数料

を引き上げる。【Ｂ】 
 
（３）完了検査の審査項目の追加に伴い、完了検査申請手数料

の額を引き上げる。【Ｂ】 
 

【例】木造２階建ての一戸建て住宅（床面積１００㎡を超え、 

２００㎡以下）を新築する場合の手数料 
 

① 建築物エネルギー消費性能を計算で評価する場合 

手数料の種類 現在の額 改正後の額 
建築物エネルギー消費性能適

合性判定申請手数料【Ａ】 
－ 38,000 円 

建築確認申請手数料【Ｂ】 20,000 円 35,000 円 
完了検査申請手数料【Ｂ】 23,000 円 36,000 円 

合 計 43,000 円 109,000 円 
 

② 建築物エネルギー消費性能を仕様基準で評価する場合 

手数料の種類 現在の額 改正後の額 
建築物エネルギー消費性能適

合性判定申請手数料【Ａ】 
－ － 

建築確認申請手数料【Ｂ】 20,000 円 42,000 円 
完了検査申請手数料【Ｂ】 23,000 円 36,000 円 

合 計 43,000 円 78,000 円 
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（４）高い省エネルギー基準への適合が求められる「建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の認定」及び「低炭素建築物

新築等計画の認定」において、一戸建て住宅等に係る簡

易な評価方法の手数料の額を定める。 

   併せて、審査の負担が少ない工場等の手数料の額を定め

る。【Ａ及びＣ】 

 

【例１】 一戸建て住宅 

計算の場合 
＜新 設＞ 

仕様基準と計算を

併用する場合 
仕様基準を 
用いる場合 

38,000 円 29,000 円 20,000 円 
 

【例２】 床面積が３００㎡未満の非住宅 

（モデル建物法により評価した場合） 

 ＜新 設＞ 

建築物の用途が 
工場等の場合 

建築物の用途が 
工場等以外の場合 

22,000 円 93,000 円 
  

 ＜参考＞低炭素建築物新築等計画の認定を受けるメリット 

  ・税制優遇（所得税や登録免許税の低減措置） 
  ・低利融資（住宅金融支援機構） 
  ・建築物エネルギー消費性能適合性判定の代替措置 
 
（５）その他所要の規定の整備を行う。 

 
 
 

 

４ 施行期日等 

（１） この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 
（２） この条例の施行に関し所要の経過措置を規定する。 
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